
一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク

「新たな決済システム」の構築に向けた検討
✓ 長年にわたりわが国の経済活動を支えてきた全銀システムは稼動から50年以上経過し、新たな利用者ニーズへの対応、レガシーアーキテク

チャからの脱却、コストの高止まり、国際標準・規制への対応等の課題が顕在化してきている。

✓ 現行の全銀システムを前提とした部分的な改修や機能追加ではなく、現行の課題を抜本的に解決し、持続可能かつ競争力のある
「新たな決済システム」の構築に向けて検討を具体化していく必要がある。
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• 現行の課題を抜本的に解決し、利用者・参加者双方にとって持続可能かつ競争力のある決済インフラを実現する

• 将来のイノベーション創出や国際競争力の強化に資する基盤になることをめざす
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新たな利用者

ニーズへの対応

• 新たな利用者ニーズへの対応を順次検討

✓ 幅広い利用者が使えるリアルタイム決済システム
（即時着金、着金確認）

✓ 追加機能の柔軟な実装（携帯電話番号等
送金・支払リクエスト・QR送金等)

✓ 海外決済システムとの接続

✓ 新たなサービス※との連携
※ステーブルコイン、トークン化預金等を含む

✓ データの構造化・リッチ化によるデータ利活用、
業務効率化への貢献 現

行
の
課
題

• 24/365の振込を実現も、即時着金に一部制約あり、
着金確認機能なし

• 設計の複雑化（レガシーアーキテクチャ）から、新機
能導入や海外決済システムとの接続等が実質的に
困難。海外の状況からは乖離あり（今後さらに拡大
する可能性）

• データ利活用の拡大や、ステーブルコイン等の新技術
との連携も展望困難
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レガシーアーキテ

クチャからの脱却

• アーキテクチャを刷新し、設計の複雑化を解消

✓ スキル継承・人材育成の継続性を確保

✓ 障害発生に備えたレジリエンスも強化

• アーキテクチャが古く、度重なる機能追加や制度対応
で設計も複雑化

特
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社会的コストの

低減

• 複雑性を解消し、システム更改・維持費用を低減

• 金融機関の対応コスト低減や、分散している周辺
システムの維持・運営負担の軽減

• 金融犯罪対策等の国民生活上の課題にも対応

• 設計の複雑化によるシステム更改・維持費用の膨張

• 人的対応を前提とした設計による対応コスト

• 複数のサブシステム・周辺システムの乱立

特

長
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国際標準・規制

への対応

• 国際的な送金電文の標準化（ISO20022）や、
新たな規制への対応可
例：マネロン規制強化（FATF勧告16改訂）、

G20 クロスボーダー送金ロードマップ、等

• 国際標準・規制に対応するコスト（期間、金額）が
膨大

詳細P2



一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク

「新たな決済システム」の提供価値（将来的な展望）
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✓ 新たな決済システム構想が実現すれば、決済取引のリアルタイム化、低リスク化が期待できる。将来的には、諸外国の決済システムとの  
相互接続を通じた国際送金への拡大や、追加機能の柔軟な実装を通じた利便性向上も展望可能。

✓ 加えて、利用者によるデータ利活用や、新技術との連携の基盤としての役割も担う。

✓ これらの機能、基盤としての役割につき、高度なセキュリティとレジリエンスの確保を前提に、社会的コストの低減を図りつつ実現していくことをめざす。

基
盤

✓ 幅広く利用可能なリアルタイム決済システム（即時着金、
着金確認）の実現

✓ 国際標準の24/365即時決済の活用による、グローバル
な決済の効率化

リアルタイム化
✓ 送金先口座の事前確認、着金確認、詐欺対策等に
よる安心・安全の確保

✓ データの構造化・高付加価値化によるマネロン対策情報
の添付

低リスク化

✓ 資産・家計管理の自動化・最適化や、事業者の業務
効率化、顧客管理やマーケティングの高度化に貢献

データの付加・利活用
✓ ステーブルコインやトークン化預金等のデジタルな決済
手段やアセットなどとの円滑な連携
（資金決済面から支える基盤に）

新技術との連携

✓ QRコード送金や支払リクエスト等、利便性の高い多様な
決済手段を提供

追加機能の実装
✓ 海外のリアルタイム決済システムとの相互接続（FPSイン
ターリンク※）

国際送金への拡大

※ Project Nexus（アジア諸国の国内リアルタイム決済シス
テムの相互接続をめざす取組み）等

機
能

（稼動当初）

（将来的に検討）
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「新たな決済システム」の検討内容、ロードマップ
✓ 「新たな決済システム」は2030年の稼動をめざして検討を進め、2026年度中に検討を具体化して構築是非の判断をめざす。

✓ 当初は現行の全銀システムと併存することを前提としているものの、「めざす姿」の実現や課題の解消を進めていくために、ネットワーク効果の
早期発現をめざすとともに、決済システム間での役割分担の見直しや追加機能の実装を段階的に検討していく。

✓ なお、外部環境の変化等に機動的に対応するため、必要に応じ、検討内容・ロードマップについては見直し予定。

20382026 2028 2030 2033

▼更改（2028/5） ▼ハードウェアリプレイス（2033/5） ▼更改（2038/5）

新決済
システム

▼稼動（2030年目標）

構築に向けた対応

① • 2026年度に具体的な要件やシステム設計の検討を進め、2026年度中に「新たな決済システム」の構築是非の判断をめざす

②
• 決済インフラの安定性の観点から、少なくとも当面は現行の全銀システムとの併存を前提とする。新決済システムの稼動時点では、現行の全銀システムに
は原則として手を加えない。ただし、将来的には、「新たな決済システム」が現行の全銀システムの一部または全部を代替することも視野に入れる

③

• 稼動当初（Day1）の段階では、送金金額に上限を設ける方向。事前口座確認、着金確認に対応し、携帯電話番号等送金も検討
• 稼動当初は接続できない金融機関が存在することを前提とするものの、稼動当初から一定程度のネットワーク効果を発現させ、社会的コストの低減を図る
観点から、一定期間のうちに、現行システムに参加しているすべての金融機関が新たな決済システムにも参加することをめざす

• 利用者の影響極小化の観点から、全銀フォーマットの継続利用を可能とする設計を検討

④
• 第8次全銀システム（2028年稼動予定）の更改スケジュールとあわせ、決済システム間の役割分担の見直しや機能追加も検討
• 2033年度を念頭に（Day2）、送金上限の引き上げ、追加機能(支払リクエスト、QRコード送金)の実装、国際送金対応等の是非を検討

⑤
• 第8次全銀システムの更改スケジュール（2038年更改予定）とあわせ、現行全銀システムが担う役割の一部を「新たな決済システム」へ完全移行し、決
済システム間の役割分担の見直しも選択肢。ただし利用状況を踏まえる必要あり、2033年度末をチェックポイントとして設定することを想定

①構築是非判断

②当面は現行システム/新決済システムが併存

③機能を絞りリリース、ネットワーク効果の観点から
一定期間中に全金融機関の接続をめざす

④新機能追加等の是非を検討

⑤機能集約・役割分担も選択肢
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